

株式会社設立希望農家　聞き取り表（基本会社設計）
１．支援機関（協力関係）
　・千葉県担い手育成総合支援協議会（担当組織　一般社団法人千葉県農業会議）

　所在　千葉市中央区市場町１－１（県庁南庁舎９階）

　　電話　0432234480
　　ファックス　0432228320

　　（スペシャリスト、税理士　　　　　　　氏）

　　役割→法人化説明、助言、提案書作成

　・○○農業事務所改良普及課　
　　役割→経営計画策定への助言（法人として認定農業者、農地取得の営農計画等）
　・○○○農業委員会

　　役割→法人が農地取得申請時点での助言、審査受付

　・○○○○○○課
　　役割→認定農業者制度整合性・融資推進会議調整

　・農業専門金融機関等

２．現況と将来：基本的な経営スタイル等を纏める。 
３．支援のスキーム










措置：この聞き取り表をもって、農地所有適格法人要件を満たす農業法人化（素案）をベースとして営農計画策定、農業政策金融、認定制度等の整合性をはかる。
４．各種確認作業
□　設立登記書類の作成は、発起人が行う

□　法定費用等は発起人が立て替える

□　農地所有最適化法人要件（令和　　年　　月　　日施行）を具備して農地手続き予定　（手続き　　月　　日までに申請見込む）
　利用権設定にて行い、構成員の農地提供者とし選定及び農作業従事者を選定する。

□　認定農業者申請　　　　　（手続き　　月申請を見込む）
□　人・農地プランの担い手への位置付け（令和　　年　　月を目論む）→政策資金の金利が変化する。
□　顧問税理士あり（税理士　　　　　　　　　　　　　　）
定款記載事項の検討
	申請書類は、発起人が作成して申請する。
	○

	株式の譲渡制限（株主総会の承認）
	○

	取締役会を設置する。
	×

	役付取締役を設置する。
	×

	監査役を設置する。
	×

	会計参与を設置する。
	×

	公告をする方法（官報に掲載する）
	○


・制度説明会　　　　　　　　令和　年　　月　　日　　場所　農業会議事務室
※聞き取り表　　受領日　　令和元年　　月　　日
・発起人、設立時取締役　　　印鑑証明書２部を令和　年　　月　　日まで用意　　（登記日から換算して、３か月以内のもの）及び会社の登記用印鑑を　　月　　日まで　に作成予定。
・発起人会開催日　　　　　　　令和　年　　月　　日　　午前　　時～　
・各種書類の作成及び印鑑捺印　令和　年　　月　　日　　午後１時　　　　　　　　（農業会議事務室）
・発起人　名（設立発起者）は、実印を当日持参し、法定書式に捺印作業を行う。

・また、発起人会で割り振られた出資金○○○万円のお金を代表発起人が預かる。
・※出資金の算定は、生産から必要経費を積み上げて、収入がある期間まで必要とされる金額（例：１００万円～５００万円）特に、顧問税理士と確認。
・発起人通帳への払い込み　　令和　年　月　　日　　午前　時　　分～（登記日）
・発起人から預かった○○○万円をこの日に入金する。

・定款認証作業日　　　　　　令和　年　　月　　日　午後　　時　分～（事前予約制）
・公証人役場への原稿送信　　　令和　年　　月　　日　午後　　時（完了予定）
・登記手続日　　　　　　　　　令和　年　　月　　日　午後　　時半
・法人名（商号）　　　　　　　株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・法人所在　　　　　　　　　　千葉県　　　　　　　　　　　　　番地（　　宅）　
（※印鑑証明書をもって、印鑑登録地を確認予定）
留意点：発起人=出資者となり、将来経営継承を行う予定がいる場合には、少ない口数を出資することも視野に入れながら検討また、設立発起人は、最低１人で足ります。

発　起　人　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　番地　　　　　　　万
発　起　人　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　番地　　　　　　　万
発　起　人　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　番地　　　　　　　万

発　起　人　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　番地　　　　　　　万

発　起　人　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　番地　　　　　　　万

代表発起人　　　　　　　　　　住所　上記同様　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　ｍａｉｌ　　　　　　　　　　　　      
役員の任期　　取締役　　　    　　年⇔登記行為となるので、長すぎず短すぎず
※役員の就任機関はマチマチですが、最高１０年以内となっており、多くの経営者は、５年以内程度としております。
設立時取締役　　　　　　　　　　　住所　上記同様（従事者）１５０日以上農業従事

設立時取締役　　　　　　　　　　　住所　上記同様（従事者）１５０日以上農業従事

設立時取締役　　　　　　　　　　　住所　上記同様（従事者）１５０日以上農業従事

設立時取締役　　　　　　　　　　　住所　上記同様（従事者）１５０日以上農業従事

設立時取締役　　　　　　　　　　　住所　上記同様（従事者）１５０日以上農業従事
設立時代表取締役 　　　　　　　　住所　上記同様　　　　　　　　　　　　　　　  
設立時代表取締役の生年月日　昭和・平成　　年　　月　　日（印鑑証明書にて確認）　 
設立時発行株式　　　　　　　　　　　　　株（設立当初の目指す発行株式数）
設立発行株式単位　　　　１株１０，０００円

発行可能株式総数　　　　●●●●株⇔上限株式数（設立時株式の５倍で設計）
取引金融機関名　　　　　●●●●農業協同組合●●支所　　　　
取引金融機関所在　　　　千葉県●●●●●●●●●●番地
事業年度　　　　　　　　毎年　　月１日～　　　　　月末日　　　　　　　　　　　　総会開催月　　　　　　　３カ月以内に総会を開催するものとする。（目安　　月）　　
目　　的（参考例）
1． 農畜産物の生産、加工販売に関する事業
2． 農畜産物の仕入、卸、小売
3． 農畜産物の貯蔵・運搬
4． 農作業の代行、請負、委託
5． 観光農園、体験農園の管理、運営
6． 農業研修
7． 飼料の製造
8． 農業用施設・機械・機具・資材のリース
9． 農業共同利用施設の維持、管理
10． 農用地の維持、管理
11． 通信販売業
12． 農業資材、園芸用品、肥料、農薬、飼料の販売
13． 経営コンサルタント業務

14． 人材派遣業

15． 一般貨物自動車運送事業
16． 上記各号に関連、附帯する一切の事業
手続きに向けた準備
〇事前準備時点
・発起人（〇名）の印鑑証明書２通とる。

令和　年　　月　　日（有効期間３か月であることから留意すること）
・登記申請日までに、会社の印鑑を発注・注文する。（種別：登記用印鑑、銀行印、会社印）
〇聞き取り表に基づき以下の書類を作成
申請書類等の一覧（発起人が主体となって作成する）
　・発起人会議事録の作成
　・必要に応じ、設立当初の総会議事録の作成

　・定款（発起人欄）　　３通作成
　・印鑑証明書（有効期限３か月以内）
　・発起人が株式会社の公証人の認証作業に出席できない場合に　委任状　を作成
（公証人役場の私文書認証予約を　　月　　日　担当者　野村さん　午後　時　　分頃を目標とする）
　※事前に公証人役場に、定款、印鑑証明書、実質的支配者となるべき者の資料をメールにて送信。

　　□※公証人、発起人の日程調整上、公証人役場面談時間を決定する。
　・株式会社設立登記申請書を作成
　・登記別記を作成
　　　会社法登記項目を定款等に沿い作成する

　・印鑑登録申請書作成
　・公証人役場終了後、指定された銀行等に出資金の払い込みをした事実関係の書類の作成
　　※この書面は、発起設立事項を満たし、指定通帳に発起人が入金する。　　　
※指定通帳に入金した実態に基づき、通帳の表面、裏面、金額面をコピー

　・郵便局にて、４万円の収入印紙を購入する。
　・公証人役場にて必要とされる費用（認証手数料約５２,０００円）
公証人役場には駐車場がないことから、有料駐車場に置く。
　・公証人役場から千葉地方法務局までは、おおよそ車で２０分程度であり、一般的に効果的な申請を行うことから、公証人役場に２時～３時→　３時半に法務局にて印紙を１５万円分買い、申請書類の最終チェックとして、綴り　４時半には提出できるように行動をするとよい。

　・現在千葉県の法務局の法人登記については、千葉地方法務局　本店のみの扱いであることから、法人登記事項に関係する内容手続きは全て一括管理されています。
●登記申請終了後の法務局への手続き

・登記申請の法務局での補整日以降に、最寄りの　地方法務局　管内　支局・出張所にて
印鑑カード交付申請書申、全部事項証明書、印鑑証明書を申請する。

●登記完了後、定款及び議事録をコピー

　・公証人役場から受領した定款をすべてのページをコピーし、原本であることを証明する記載をすること。なお、発給日は記載しない。（７セット程度）
　・発起人会議事録をコピーし、原本であることを証明する記載をし、発給日は記載しない。
（７セット程度）

●法人設立届を市町村民税、県民税、国税の３機関に手続きを行う。（顧問税理士を通じて申請）
●農地所有適格法人（ルールに即し）法人が耕作者となるため、市町村農業委員会に農地を借りる、買う等の手続きを申請する。なお、市町村農業委員会へ提出する書類を確認する。
●法人として認定農業者の申請を行う場合は、営農計画策定と経営改善計画書作成について、市町村担当者及び県農業事務所のご担当者を交えて作成検討すること。
●特に補助金を活用を見込む申請者は、補助金の交付要件を備えて、申請窓口に書面等を申請する。
資料３－３





聞き取り表





公証人役場で事前に提出資料をみてもらい、日程を併せる。





たたき台の本人承認





発起人及び取締役が法定書類に捺印をするために集合


同時に印鑑証明提出、出資金を代表発起人へ預けて個人通帳に入金





農業会議支援はココまで





入金事実に基づいて⇔農業会議⇔法定書類印鑑捺印⇔郵便局印紙４万購入⇔公証人役場で定款認証⇔公証人に約５万払う⇔法務局⇔１５万印紙購入⇔申請前事前相談（法務局予約制）⇔登記申請





登記完了日の日付以降に、最寄りの法務局に印鑑カード申請及び現在事項証明書発給手続⇔農地を活用であるならば、農業委員会にて第３条申請又は利用集積計画申請を行う⇔国税、県税、市町村税手続き
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